
	 特定定非営利活動法人 こども福祉研究所 

【事務局】 

東洋大学 社会学部 社会福祉学科 森田明美研究室 内 

〒112-8606 東京都文京区白山 5－28－20 

東洋大学白山校舎 2 号館 608 号室 

Tel/Fax： 03(3945)7481 (研究室直通)  

http://www.kodomofukushi.com/ 

【役員紹介(一部)】  理事・監事(12 名)は、 

学識経験者・施設職員などで構成しています。 

□理事長(代表) 森田 明美

東洋大学社会学部社会福祉学科 教授

    元 埼玉県児童福祉審議会委員長, 西東京市子ども福祉審議会長 

     千葉県八千代市こども行政あり方委員会委員長 

     東京都世田谷区青少年問題協議会副会長 

     NPO 子どもの権利条約総合研究所副代表,子どもの人権連代表委員 

子どもの権利条例東京市民フォーラム事務局長   

東日本大震災 子ども支援ネットワーク事務局長 ほか 

□副理事長 井上 仁

日本大学文理学部 教授

     元 児童養護施設/児童自立支援施設職員(指導員)・児童福祉司 

     杉並区青少年協議会委員,千葉県八千代市こども行政あり方委員会委員 

     子どもの人権連委員,NPO 子どもの権利条約総合研究所理事   ほか 

□監事 一場 順子

弁護士 

     日本弁護士連合会 子ども権利委員会幹事, 

     社会福祉法人カリヨン子どもセンター理事    ほか 

特定非営利活動法人 こども福祉研究所とは・・・ 

  東洋大学社会学部 教授 森田明美と大学・大学院で一緒に学んだ人々

が発起人となり、社会福祉施設・自治体・地域などで子どもの福祉のため

に活動している人々や大学などの研究者に呼びかけて、地域で暮らす子ど

もの権利擁護やひとり親家庭の自立などの実現のために 

2005 年 6 月に設立した NPO(特定非営利活動法人)です。 

 設立から 2010 年までは首都圏を中心に活動してきまし 

たが、2011 年 3 月 11 日の東日本大震災以降は、東北の 

子どもたちの生活を支える活動を展開しています。 

こども福祉研究所では、趣旨に賛同してくださる 

個人や団体の会員を募集しています。

1.正会員(入会金 10,000 円/年会費 10,000 円)

2.賛助会員・個人(入会金なし/年会費 5,000 円)

3.賛助会員・団体

    (入会金なし/年会費 1 口 50,000 円で 1 口以上) 

4.学生会員(入会金なし/年会費 3,000 円)

◆入会金・会費振込先(郵便振替) 

記号 10030 番号 91757231 

名前 トクテイヒエイリカツドウホウジン  

コドモフクシケンキュウ（ジョ） 

特定非営利活動法人  

こども福祉研究所
http://www.kodomofukushi.com/ 



事業概要 ※既に終了した事業も含まれています。 

□里親支援機関事業

    児童相談所からの委託を受けて、里親家庭への支援をおこなっています。 

□東日本大震災・子どものための復興支援事業

    震災を経験した子どもたちの生活を支えるために、軽食付き自習スペースや 

  誰もが自由に集える場所を開設・運営しています。(岩手県山田町・宮城県登米市) 

□子どもへの「寄り添い型」支援事業

    個別対応を基本とした、子どもへの寄り添い活動をおこなっています。 

    ・・・ 「もくもくツリーズ」(八王子支部) ・ 「フリーパレット」(八千代市) 

□プレーパーク運営事業

    子どもと一緒に、子どものためのプレーパークを作っています。 

    ・・・ 「新川わくわくプレーパーク」(八千代市) 

□学習支援事業

  子どもが将来に向かって自立するために必要な学力を備えることを目的に、 

    学習支援事業をおこなっています。・・・ 「若者ゼミナール」(国立市・八千代市) 

□子育ち・子育て広場事業

   地域住民や企業、自治体と協働しながら、よりよい広場づくりを目指しています。 

   ・・・ 「西東京市ワイワイプラザ事業」 

□各種研修事業(実施及び講師派遣)

    市民を対象とした啓発講座、子どもや子育て家庭の支援に興味がある方を対象と 

した養成研修、行政職員や子ども関連施設職員を対象としたスキルアップ研修な

ど、様々な研修を実施及び講師派遣をおこなっています。   

      ・子どもファシリテーター・アドボケイター・プレイリーダー養成講座 

      ・子どもサポーター養成講座・子育て支援マネージャー研修 (行政職員向け) 

□子ども及び子育て家庭に関する調査研究事業

・自治体における子ども支援策に関する研究会 

・子どもの権利救済に関する調査研究  ・子ども家庭支援センター研究会 

・生活保護受給母子世帯に関する調査研究 ・施設職員が元気になる研究会 

□行政機関を対象とした、子育て支援計画策定・推進を支援する事業

□子ども及び子育て家庭に関する原稿執筆

組織 (2013 年 4 月 1 日現在)

事業実績 

事務局 

(東京) 

八王子支部 

(東京) 

山田町支部 

(岩手) 




